
※類似団体とは、人口と産業構造により、同じ類型に区分された団体をいいます。
※令和5年度類似団体平均値は、作成時点では公表されていないため、過年度数値のみ掲載しています。

１．資産の状況 ３．行政コストの状況
・住民一人当たり資産額（万円） （単位：万円、人） ・住民一人当たり行政コスト（万円） （単位：万円、人）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
8,199,034 8,240,202 8,334,912 8,348,193 8,318,056 2,353,479 3,177,274 2,552,106 2,539,254 2,618,250

80,936 80,236 79,324 78,741 78,416 80,936 80,236 79,324 78,741 78,416
101.3 102.7 105.1 106.0 106.1 29.1 39.6 32.2 32.2 33.4
174.7 172.4 179.2 178.2 36.5 47.8 41.2 41.3

４．負債の状況
・有形固定資産減価償却率（％） （単位：百万円、％） ・住民一人当たり負債額（万円） （単位：万円、人）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
76,086 78,053 80,322 82,445 84,635 2,985,456 2,928,128 2,825,473 2,655,567 2,505,156

112,502 113,565 114,147 116,110 116,831 80,936 80,236 79,324 78,741 78,416
67.6 68.7 70.4 71.0 72.4 36.9 36.5 35.6 33.7 31.9
60.9 61.1 62.1 63.4 47.5 48.2 49.7 48.9

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ５．受益者負担の状況
・純資産比率（％） （単位：百万円、％） ・受益者負担比率（％） （単位：百万円、％）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
52,136 53,121 55,094 56,926 58,129 1,015 681 967 909 965
81,990 82,402 83,349 83,482 83,181 24,549 32,451 26,489 26,339 27,142

63.6 64.5 66.1 68.2 69.9 4.1 2.1 3.7 3.5 3.6
72.8 72.1 71.9 72.6 4.5 3.4 4.2 4.1

行田市当該値
類似団体平均値 類似団体平均値

人口
行田市当該値 行田市当該値

類似団体平均値 類似団体平均値

減価償却累計額

純資産 経常収益
資産合計 経常費用

行田市当該値

負債合計
有形固定資産　※１
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類似団体平均値 類似団体平均値
行田市当該値

②一般会計等に係る指標について

資産合計 純行政コスト
人口 人口
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住民一人当たりの資産額は、１０６．０万円

（前年度比＋０．９万円）となりました。類似団体

と比較すると資産額は少なく推移しています。

有形固定資産のうち、償却資産の取得価格

等に対する減価償却累計額の割合で、耐用

年数に対してどの程度経過しているかを表し

ます。この数値が高いほど老朽化が進んでい

るといえます。７２．４％となり、類似団体と比

較すると高い比率で推移しています。

受益者負担比率は、行政サービス提供に対

する直接的な負担の割合を示します。令和５年

度は、３．６％となりました。類似団体と比較す

ると比率は低く推移しています。

住民一人当たりの負債額は、減少傾向にあり、

３１．９万円（前年度比▲１．８万円）となりました。

類似団体と比較すると負債額は少なく推移して

います。

住民一人当たりの行政コストは、３３．４万円

（前年度＋１．２万円となりました。

純資産の変動は、将来世代と過去・現世代

との間で負担の割合が変動したことを表しま

す。令和５年度は６９．９％となりました



（単位 ： 円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 77,292,184,132 固定負債 21,516,308,633

有形固定資産 68,583,320,152 地方債 17,646,712,487
事業用資産 32,163,544,543 長期未払金 -

土地 19,555,953,708 退職手当引当金 3,606,981,000
立木竹 - 損失補償等引当金 -
建物 49,663,698,128 その他 262,615,146
建物減価償却累計額 △ 37,519,428,801 流動負債 3,535,249,016
工作物 515,831,307 1年内償還予定地方債 2,387,608,725
工作物減価償却累計額 △ 148,867,487 未払金 -
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 364,877,494
航空機 - 預り金 645,292,416
航空機減価償却累計額 - その他 137,470,381
その他 6,644,435 25,051,557,649
その他減価償却累計額 △ 2,744,147 【純資産の部】
建設仮勘定 92,457,400 固定資産等形成分 80,018,891,090

インフラ資産 35,330,715,768 余剰分（不足分） △ 21,889,888,630
土地 14,952,251,299
建物 2,930,296,024
建物減価償却累計額 △ 1,838,422,788
工作物 63,714,388,702
工作物減価償却累計額 △ 45,125,865,972
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 698,068,503

物品 4,513,724,034
物品減価償却累計額 △ 3,424,664,193

無形固定資産 44,750,200
ソフトウェア 44,750,200
その他 -

投資その他の資産 8,664,113,780
投資及び出資金 969,446,857

有価証券 -
出資金 969,446,857
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 335,714,179
長期貸付金 670,000
基金 7,385,641,079

減債基金 -
その他 7,385,641,079

その他 -
徴収不能引当金 △ 27,358,335

流動資産 5,888,375,977
現金預金 3,071,200,603
未収金 101,227,110
短期貸付金 434,000
基金 2,728,813,930

財政調整基金 2,104,363,781
減債基金 624,450,149

棚卸資産 -
その他 0
徴収不能引当金 △ 13,299,666 58,129,002,460

83,180,560,109 83,180,560,109

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

貸借対照表
(令和６年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額


